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Abstract

　Rn-222 is a radioactive nuclide in equilibrium with Ra-226 in the U-238 radioactive decay chain. It has been 

concerned that exposure to alpha particle continuously emitted from decay of Rn-222 causes lung cancer. 

Therefore the management of activity of Rn-222 is demanded.

　NMIJ has a plan to establish a primary standard of Rn-222. This paper summarized the health effect caused 

by Rn-222, the current situation of regulation about its activity, measurement devices which can be used for 

standardization, measurement techniques of the primary standards which are adopted by several NMIs, and 

typical examples of traceability chain.

1．緒言

一般公衆が自然放射性物質によって日常的に被ばくす
る線量のうち，大きな割合を占める原因はラドン（222Rn）
である．ラドンは半減期 3.8235 日のα崩壊核種である．
ラドンの親核種はラジウム（226Ra）であり，子孫核種は
218Po（RaA），214Pb（RaB），214Bi（RaC），214Po（RaC’），
210Pb（RaD），210Bi（RaE），及び 210Po（RaF）が含まれ，
安定な 206Pbに至るまで全て放射性である（図 1） 1）．ラ
ドンの親核種である 226Raは 238Uの子孫核種の一つであ
り，花崗岩等の岩石に含まれる．ラドンは気体であり，
ラジウムが崩壊した後に岩石内の間隙等から空気中に放
出される．ラジウムが地上の多数の岩石に含まれるた
め，ラドンは地上大気に普遍的に存在する．
ラドンの有害な生体影響として，過剰な吸引により肺
がんが引き起こされる事が憂慮されている．1980 年代
以降行われた疫学調査により，ラドン吸引による内部被
ばくは閾値無く確率的に肺がんを引き起こし，被ばくの
増加に比例して発がんのリスクが増大する事が明らかに
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なった．この結果を受け，世界各国でラドン被ばくを制
限する動きがある．
一方，温泉や地下坑道跡地などの温熱環境での少量の

図 1　ラジウム系列 1）

注＊　数字はエネルギー［MeV］を指す．
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ラドン被ばくにより，病状を緩和する「ラドン療法」が
古くから行われてきた．そのためラドンには良好な生体
影響があると認識され，一般公衆にとってはラドン温泉
としてなじみ深い．ラドン療法はオーストリアのザルツ
ブルク州に位置するバドガシュタイン，日本の岡山県の
三朝温泉等の温泉地で行われ，リウマチなどの疼痛関連
疾患や，気管支喘息等の活性酵素種に由来する疾患の緩
和や治療に活用されている．ラドン療法の扱いには各国
で違いがあり，保険が適用される国や，ハーブやマッ
サージと同じ代替医療の一つとして扱われる国もあ
る 2）．ラドン療法に関して，効果や機構の解明を目指す
研究が進められている．主に小動物のラドン吸入試験に
よって，諸臓器の抗酸化機能が亢進する事が確認され
た 3）．このようにラドンの生体への影響について，統一
的な見解は得られていない．
また，ラドンを環境動態の解明に利用する研究が行わ
れている．具体的には，地下水中のラドン濃度から地震
を予知しようとする研究 4），大気の塊のトレーサーとし
てラドンを測定し，有害物質等の大気輸送のシミュレー
ションに役立てようとする研究 5）等がある．また，
ニュートリノを観測する際のバックグラウンド要因とし
て，スーパーカミオカンデ内のラドン濃度が監視されて
いる 6）．
このようにラドンは様々な目的で測定されている．ラ
ドン測定器の信頼性確保のために装置の校正は不可欠で
あり，国家標準の立ち上げが要望されてきた．そこで放
射能の国家標準を維持している産業技術総合研究所（産
総研）計量標準総合センター（National Metrology 

Institute of Japan: NMIJ）では，ラドンの標準の立ち上
げに向けた作業を進めている．
本稿では，ラドンの健康影響と濃度規制，校正対象と
なりうる測定器並びにその技術，及び国家標準の中心と
なる絶対測定の方法，標準供給体系の典型例についてま
とめた．

2．放射線防護におけるラドンの重要性

世界保健機関（World Health Organization: WHO）は
2005 年から住居内のラドン濃度の健康影響，低減策等
を調査する国際ラドンプロジェクトをスタートさせ，そ
の成果として 2009 年に屋内ラドンハンドブック  7）（日本
語版 8））を発行した．それによると，ラドンと肺がんの
相関についての調査の歴史は 16 世紀までさかのぼる．
16 世紀の欧州で鉱山労働者に呼吸器疾患による死亡が
多い事が認識され始め，19 世紀に入りその疾患が肺が

んであると確認された．1900 年にドイツの Dornがラド
ンを発見すると，鉱山労働者の肺がんの原因としてラド
ンが浮上し，1950 年代にラドンが肺がんの原因である
ことが確証された．1980 年代以降ラドン濃度と肺がん
リスクの相関を調べる疫学調査が実施され，欧州や北米
などの鉱山労働者を対象としたコホート調査が行われ
た．コホート調査とは被ばくした人間のその後の追跡調
査を指す．この調査では鉱山労働者が 1カ月で被ばくし
た量をワーキングレベルマンス（Working Level Month: 

WLM）を用いて間接的に評価した．主要なコホート調
査をまとめた米国科学アカデミー研究審議会の電離放射
線の生物影響に関する委員会（Committee on the 

Biological Effects of Ionizing Radiation: BEIR）のレポー
ト 9）によると，ほぼすべての調査でWLMの増加に伴う
肺がん罹患率と肺がん死亡率の上昇が確認された．
鉱山労働者の調査結果から，建物内のラドン被ばくが
一般集団の肺がんの原因である可能性が示唆され， 
1990～2000 年代にかけて一般住居環境でのラドン濃度
と居住者の肺がんリスクを分析するための多くの疫学調
査が行われた．それらの調査のうち，ラドン濃度と肺が
ん発生率の関係を分析した疫学調査では，喫煙などの交
絡因子によるバイアスでラドンの影響を正しく評価でき
ないため，交絡因子の影響を調整して分析できる症例対
照研究が行われた．しかし，それぞれの研究結果では，
母集団の大きさが十分でなく，有意な結果が出ていな
かった．そこで複数の症例対照研究の結果を統合した
プール解析の研究が欧州，北アメリカ，中国で実施され
た．それらの研究では，住居のラドンレベルでも濃度の
増加と共に肺がん発生率が有意に増加し，肺がん相対リ
スク（ラドン濃度が 0 Bq m －3 でのリスクに対する相対
値）とラドン濃度には閾値無しの直線関係があると認め
られる結果が得られた．WHOがそれらの結果を総合的
に分析した結果では，20～30 年間の平均ラドン濃度が
100 Bq m －3 上昇するごとに肺がんリスクが 20 ％程度上
昇すると推定している 7）．そのためラドン濃度が低くて
も測定して被ばく線量を管理することが求められるよう
になると考えられる．
ラドンはガスであるが，ラドンが崩壊した直後の

218Poは正に帯電したイオンとして存在することが知ら
れており，自然大気中ではほとんどが空気中のエアロゾ
ルに付着し放射性エアロゾルを形成する．エアロゾルは
吸引されたのち肺に沈着しやすいため，肺の被ばく線量
への寄与はラドンよりもラドン子孫核種の方が大きく，
特に半減期の短い 218Po（3.1 m），214Po（1.643×10－4s）
の影響が大きい．肺の被ばく線量を評価するには子孫核
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種の各濃度を測定しなければならないが，ラドン濃度の
測定は子孫核種に比べて簡便であるため，ラドン濃度を
測定し，それから肺線量を推定する方法がとられてい
る．線量算定には，ラドン濃度にラドンと 218Po，214Po

の放射平衡の度合いを表す平衡ファクタをかけ，子孫核
種の濃度に相当する平衡等価ラドン濃度を用いる．

3．ラドン濃度の国による規制

3. 1　海外の現状
国が規制を導入する際には，自国内のラドン濃度の調
査結果や国際機関の勧告等を参考にする．放射線防護の
基本的な考え方は国際放射線防護委員会（International 

Commission on Radiological Protection: ICRP）の勧告に
基づいている．ICRP2007 年勧告（Publ. 103）  10）では「参
考レベル（Reference level: RL）」という概念が提唱され
た．RLは「安全か危険かの境界線ではなく，防護の最
適化のための道具で，それを超える場合には必ず防護措
置をとるための値」とされている．ICRP2007 年勧告
（Publ. 103）  10）は RLを一般住居環境で上限 600 Bq m －3，
作業環境で 1500 Bq m －3 に定める事を提言した．その後
ICRPラドンに関する 2009 声明  11）において，RLに一般
住居環境で上限 300 Bq m －3，作業環境で 1000 Bq m －3

を推奨している．
ICRP勧告は基本的な考え方であり，多くの国で法令
や指針を策定する際の具体的な基準として参考にされて
い る の が， 国 際 原 子 力 機 関（International Atomic 

Energy Agency: IAEA）が発行する国際基本安全基準
（International Basic Safety Standards: BSS）である．BSS

の文書体系は安全要件の基礎を述べる「安全原則」，そ
の下に安全を確保するための要件を定める「安全要件」，
さらに，安全要件を満たすための措置などを定める「安
全指針」により構成されている．各国の現行法令で整合
がとられている BSSは ICRP1990 年勧告（Publ. 60） 12） 

に基づき 1996 年に発行された「電離放射線に対する防
護および放射線源の安全のための国際基本安全基準
Safety Series No.115 13）」である．2014 年に発行され，安
全要件に位置づけられる「IAEA安全基準 GSR Part3 放
射性物質からの放射線防護と安全確保」 14）ではラドン濃
度の各国で定める RLの上限値を一般住居環境で 

300 Bq m －3，作業環境で 1000 Bq m －3 に定めている．こ
の内容を盛り込んだ欧州原子力共同体指令書（EU指令）
が発行され，EU各国で 2018 年までの取入れを目指し
検討が進められている．

WHOの屋内ラドンハンドブック 7）によると，住居内

のラドン濃度の RLは 100 Bq m －3 以下に設定するべき
であり，100 Bq m －3 以下に設定するのが困難な場合は，
被ばく線量が 1年あたり 10 mSvに相当するラドン濃度
である 300 Bq m －3 を超えるべきでないとした．
これらの勧告を参考に，いくつかの国でラドン濃度に

RLが設定された．フランス，ドイツ，スイス，アメリカ，
イギリス，及び韓国の RLと各国際機関の勧告値をまと
めて表 1に示す．ラドン濃度が場所により大きく変動す
る事や各国の国情などを反映し，合理的な値に設定され
ているため，国により RLは異なる．ドイツをはじめ欧
州では，ICRP2007 年勧告（Publ. 103）  10）の値を参考にし，
既存家屋では 400 Bq m －3，新築家屋では 200 Bq m －3，
作業環境では 1000 Bq m －3 に設定している国が多い．韓
国とアメリカは 4 pCi L －1 に相当する 148 Bq m －3 に設定
している．

3. 2　国内の現状
日本では住居・作業環境におけるラドン濃度の規制は
導入されていないが，以下に述べるような規制の導入に
向けた取り組みがなされている．
文部科学省に設置されていた放射線審議会が

ICRP2007 年勧告（Publ. 103）の取入れを検討し 15），そ
の際にラドンが検討課題として挙がっている．それによ
るとラドンは 3つの区分（①規制下にあるラジウム線源
から発生するラドン，②核原料物質鉱山におけるラド
ン，③住居・作業環境のラドン）に分けて考えられてい
る．放射線障害防止法では，規制下にあるラジウム線源

表 1 各国で採用されているラドン濃度の参照レベ
ル［Bq m－3］（屋内ラドンの規制に対する日
本保健物理学会の提言 16））

注＊ WHOの勧告値は「100 Bq m－3 が実行不可能な場
合においては 300 Bq m－3 を超えるべきでない」と
されている 7）。
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から発生するラドンについて，8×10－3 Bq cm －3 を超え
る恐れのある区域は管理区域として扱う事が要求され
る．②の核原料物質鉱山とは，岡山・鳥取県境に位置す
る人形峠等のウラン鉱山を指す．鉱山保安法では坑道等
の鉱山周辺環境において 300 Bq m －3 を超える恐れのあ
る区域は管理区域，その周辺は周辺監視区域と定義され
ている．上記の 3つの区分のうち，③住居・作業環境の
ラドンだけ規制が導入されておらず，平成 15 年度の放
射線審議会基本部会では，国内調査の展開を待ち今後の
検討と位置付けられている．
国内では住居環境でのラドン濃度について，1980 年
代から 2000 年代にかけて 3回全国調査が行われている．
1 回目は放射線医学総合研究所 17）（以下，放医研）が
7000 件以上の住居，2回目は日本分析センターが約 900
件の住居 18），最後に国立保健医療科学院が約 3900 件の
住居を調査した 19）．各調査のラドン濃度の算術平均は
20～25 Bq m －3，観測された最大値は約 300 Bq m －3 で，
分布は対数正規分布をなしていた．特に，最新の国立保
健医療科学院の結果によるとラドン濃度の算術平均値は
14.3 Bq m －3 であり，100 Bq m －3 を超える住居は全体の
およそ 0.1 ％であった 19）．これらの調査結果を日本の住
居の平均的な傾向と見ると，外国の平均値よりも低いこ
とがわかる（表 2）．表 2 の各国の値は経済開発協力機
構（Organisation for Economic Co-operation and 

Development: OECD）加盟国の濃度調査の結果を一部
抜粋 7）し，日本の値は最新の全国調査の値である 19）．

作業環境でのラドン濃度について，国内で全国規模の
調査が行われたことはない．ラドンが高濃度になりやす
い環境としては，表 3のような自然放射性物質（NORM）
を扱っている工場や，トンネル工事等の地下の閉鎖的な
作業現場が考えられる．NORMの中でウランが多く含
まれる鉱物にはジルコンやモナザイトなどがあり，それ
ぞれ耐火レンガや入浴剤などに含まれている．
ウランやトリウムを含む鉱物の産業利用については，
作業者の被ばく状況を管理する国際基準が BSSによっ
て設定されているが，国内の法規制は未整備である．そ
の代わり法的拘束力のないガイドラインが設定されてお
り 20），事業者の自主的な管理に任されている．

4．ラドン測定の原理

4. 1　放射線検出の原理
放射能とは原子核の壊変の頻度を表す．壊変に際して

α線やβ線が放出され（あるいは軌道原子が核内に取り込
まれ），それに伴ってγ線や X線が発生する．γ線の一部
は内部転換電子としてエネルギーを放出する．放射能は
このα線かβ線を効率100 ％で計数した値あるいは測定結
果から効率 100 ％に外挿した値となる．物体の放射能を
求める方法の基本的な流れは放射線の種類や用いる検出
器に関わらず共通である．α線，β線等，放射線の検出に
は，測定対象から放出された放射線と検出器の構成物質
の相互作用によって起こる電流や光などの物理量を検出
し，単位時間当たりに検出された数（＝計数率）を検出
器の効率で除して，放射能を求める．放射線と物質の相
互作用は，放射線が荷電粒子であるか，γ線や X線であ
るかで異なる．本稿では主に荷電粒子であるα線及びβ線
との相互作用とそれを利用した測定について説明する．
物質中を通過したα線やβ線などの荷電粒子は，飛跡近
傍にある電子を電離もしくは励起させる．これら電子－
イオン対は，電子を収集する電極を持つ電離箱や，発生
し た 光 子 を 電 気 信 号 に 変 え る 光 電 子 増 倍 管
（photomultiplier tube: PMT）によって検知され，電気信
号に変換される．これらの電気信号を信号処理回路で計
数する．
検出器の構成物質が気体であり，放射線の電離作用を
利用する放射線測定器は，気体内での電子増殖の程度に

表 2 各国の住居環境におけるラドン濃度の調査結
果（算術平均値）［Bq m－3］

表 3　ラドンの発生源となる物質の例 20）
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よって電離箱，比例計数管，GM計数管に分類されてい
る．充填ガスには，希ガス，窒素ガス，炭化水素ガスな
どが使用される．
固体を利用したものには Siの単結晶を用いた半導体
検出器，ZnS（Ag）や NaI（Tl）等のシンチレータを用
いたシンチレーション検出器などがある．また，α線等
の重荷電粒子については，前述の電離及び発光に加え，
放射線損傷を利用した飛跡一つ一つの検出ができる．こ
のような測定器を固体飛跡検出器といい，特にα線につ
いてはα線飛跡検出器（Alpha-track detector: ATD）とい
う．α線が誘電体中を通過すると，飛跡に沿って化学結
合が切断された損傷分子ができる．そのままでは観測で
きないが，板を KOH溶液や NaOH溶液などに浸して化
学処理（エッチング）すると損傷が拡大され，顕微鏡で
観測できる．物質の全表面が侵食されるが，損傷個所が
より早く侵食され，円錐状のへこみ（エッチピット）が
できる（図 2）．その数を数え，あらかじめ定めた換算
係数をかけて放射能濃度を算出する．

4. 2　測定に関わるラドンとα線の性質
ラドンと 218Po，214Poの濃度の経時変化は Batheman

方程式に従い，十分に時間が経過すると放射平衡に達す
る．放射平衡に達している状態では，ラドン濃度と子孫
核種の放射能濃度が等しい．
物質中を通過する放射線は物質との相互作用によりエ
ネルギーを損失するが，α線は単位長さあたりのエネル
ギー付与が大きいため，高い効率で測定できる．多くの
ラドン濃度の測定器にはα線を測定する方法が採用され
ている．

5．代表的な測定器

ラドン濃度の測定装置はα線の検出と共に，ラドンも
しくはその短半減期子孫核種を検出器の有感部分に導入
する方法に工夫がある．この章では，α線の検出方法ご
とにラドン濃度の測定装置の例を挙げ，その動作原理に
ついて説明する．
・電離箱を採用した測定器

AlphaGUARDTM（SAPHYMO社製）は空気を電離媒
体として利用する通気型電離箱である（図 3）．自然拡
散により電離箱にガスを入れる拡散モード，サンプリン
グ配管などを介して測定系内で連続でガスを流す場合に
はフローモードで動作する．電離箱の拡散口にフィル
ター（Glass fiber filter）が据え付けられ，内部にエアロ
ゾルに付着した子孫核種が入るのを防いでいる．フロー
モードで測定する場合は側面に付けられた専用のガスイ
ンレット（Active adapter）からガスを導入する．その
場合，電離箱のよりも上流部分にフィルターを設置する
必要がある．

AlphaGUARDTM は，電離箱の外壁（Inlay stainless 

steel）を陽極とし＋750 V，中心軸部分の電極を陰極
（Cathode）とし 0 V印加する．ラドンと子孫核種から放
出されるα線の電離作用により Active volume内で発生
した空気中の陽イオンを陰極（Cathode）に収集し，信
号を得る．信号はパルスカウントによって計数される．
ノイズからパルス信号を判別して，取り出す回路技術が
使われている．測定範囲は20～107 Bq m －3である．なお，
AlphaGUARDTMは複数の測定機関及び校正機関で使用
され，それを仲介器とした国際比較が行われた実績があ
る 21）．

図 2　ATDのエッチング
注※ VG：平面のエッチング速度，VT：損傷個所のエッ
チング速度，t：エッチング時間　損傷個所のエッ
チング速度は平面のエッチング速度よりも早い

図 3 AlphaGUARDの内部構造（SAPHYMO GmbH
マニュアルより転載）

 注※　図は拡散モードを示す．
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・シンチレーション検出器を採用した検出器
Model TEL（Pylon社製）は静電捕集法を採用してい
る（図 4）．ラドンの子孫核種である 218Poは正に帯電す
る事が知られており，ラドンが崩壊した直後はほとんど
が陽イオンとして空気中に浮遊することから，負電極に
捕集できる．この捕集方法を静電捕集法という．捕集し
た子孫核種からのα線を検出するために，Model TELで
はチャンバー内（ELECTROSTATIC CHAMBER）に 

ラドンを導入し，中心部に設置したアルミニウム 

マイラーを使用した陰極（CATHODE COLLECTOR

（ALUMINIZED MYLAR））に－1200 V印加する．捕集
された子孫核種からのα線の検出には ZnS（Ag）シンチ
レータ（SCINTILLATOR）を使用する．子孫核種の捕
集効率は湿度に依存するため，ガスを乾燥させることが
推奨されている．静電捕集法を採用した他の装置では，
チャンバー内部に除湿剤（P2O5）を設置している．
Model TELの検出限界は 0.93 Bq m－3 である．
・固体飛跡検出器を採用した検出器

ATDは静電捕集法の検出器部分として使用されるこ
とがあるが，他には ATDをそのまま露出させた状態で

測定するベア法，プラスチックのカップ内に ATDを設
置し，自然拡散によりカップ内に侵入したラドンを測定
するカップ法がある．ATDに使用される板は，CR-39®
という製品名で呼ばれるポリアリル・ジグリコール・
カーボネイト等がある．
放医研と Radosys 社が共同で開発した RaduetTM

（Radosys社製）（図 5）はカップ法を採用した測定器の
一つである．RaduetTMはラドンと放射性同位体のトロ
ン（220Rn）を弁別できることが利点の測定器である．
RaduetTMは 2 つの捕集容器からなり，それぞれに CR-

39®が設置されている．一つの容器では空気の流出入
が容器と蓋の隙間のみで行われるため，ガスが検出器に
到達するまでに時間がかかり，半減期が 55.6 sと短いト
ロンの影響を抑えることができる．もう一つの捕集容器
には側面に穴が 6箇所開けられ，トロンを容器内に取り
込みやすい． ラドンはトロンよりも半減期が長いため，
検出器に到達するまでにかかる時間に関わらずどちらの
容器でも検出される．2 つの捕集容器の CR-39®に記録
されたエッチピットの数から，設置期間中のラドン・ト
ロン濃度をそれぞれ評価することができる．RaduetTM

は国内の 3回目の住居内ラドン濃度の全国調査に使用さ
れたほか，公共機関を対象とした韓国の全国調査に使用
された実績がある 22）．
上記の方法を含め，ラドンの放射能濃度を測定する方
法は，ガスの捕集方式の違い及び測定方式の違いによっ
て分類されている．捕集方式による分類では，空気をポ
ンプで吸引するアクティブ型，自然拡散により空気を捕
集する方法をパッシブ型という．測定方式による分類で
は，連続測定と積分測定に分類されている．連続測定と
は測定結果をリアルタイムに出力し，短時間での推移や

図 4 Model TELの内部構造（Pylon Incマニュアル
より転載）

 注※　 チャンバー内部の CATHODE COLLEC-
TORに子孫核種が捕集される．

図 5　α線飛跡検出器の例（RaduetTM）
注＊　2 つのカップのうち穴開きの方のふたを取り外し
た状態
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ある時点の濃度をモニタリングする方法である．前述の
AlphaGUARDTMが含まれる．積分測定とは測定器を長
期間（数日～数カ月）放射線に曝露させ，測定用素子に
加えられた放射線損傷から放射能濃度を求める（表 4）．
前述の RaduetTMが含まれる．

6．NMIJ が提供する国家標準

測定器から出力された測定結果が信頼できるために
は，使用する測定器が校正されている必要がある．日本
の放射能の国家標準は NMIJによって維持・供給されて
いる（図 6）．本章では，NMIJが提供するラドン以外の
国家標準について説明する．

NMIJは 4πβ－γ同時測定装置を中心とした放射能絶対
測定装置群を保有し，核種や線種に応じた放射能絶対測
定装置を用い標準供給を行っている．校正事業者が保有
する基準器を NMIJが校正する．校正事業者は基準器を

用いて線源の放射能や表面放出率を校正する．あるいは
測定器の応答を校正する．
4πβ－γ同時測定装置はγ線とβ線の両方放出する核種の
絶対測定が可能な装置である．線源を内包する形状の比
例計数管によりβ線を測定し，NaI（Tl）シンチレータに
よりγ線を測定する．β線測定系から得られる計数率とγ

線測定系から得られる計数率，同時測定系から得られる
計数率から線源の放射能を計算で求める事ができる．同
時計数法は線源の自己吸収や測定器の検出効率によらず
絶対測定が可能なため，放射能標準の最上位の測定シス
テムに位置付けられている．基本的には 4πβ－γ同時測
定装置により校正された線源を用いて加圧型電離箱及び
高純度ゲルマニウム半導体検出器の校正を行う．4πβ－γ

同時測定装置による絶対測定は，α線とγ線またはβ線とγ

線を同時に放出する核種のみ測定可能，測定可能な濃度
範囲が狭い，放射性溶液を滴下し乾燥した線源のみ測定
可能である，と適応範囲が限られる．4πβ－γ同時測定装
置による校正を経ず単独で絶対測定を行う装置は，面線
源の荷電粒子放出率校正に使用するマルチワイヤー式荷
電粒子測定装置，125Iの放射能の絶対測定を行う井戸型
NaI（Tl）シンチレーション検出器，放射性ガスの放射能
の絶対測定を行う内部循環式比例計数管，点線源のよう
な小さな線源の荷電粒子放出率校正に使用する表面障壁
型荷電粒子測定装置である．他に，液体シンチレーショ
ンカウンタによって校正する際には 4πβ－γ同時測定装
置や加圧型電離箱によって校正された線源を利用する．
・加圧型電離箱
円筒形容器内に窒素ガスなどを封入された電離箱であ
る．井戸の穴にあたる部分に線源を入れ，γ線による電
離電流を測定する．γ線放出核種の放射能校正に使用さ
れている．電離箱本来の特性として安定性が高い事が特
徴である．

表 4　ラドン濃度測定装置の分類 7）

図 6 　産総研における放射能標準の供給体系

注※ 活性炭検出器…ラドンを活性炭に吸着させ、その
ままγ線計数を行うか、シンチレーションカクテル
を加えてα線計数を行い、ラドン濃度を評価する。

 エレクトレット電離箱…電離箱内部にラドンを導
入し、ラドンとその子孫核種により生成された陰
イオンを収集してラドン濃度を評価する。
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・井戸型シンチレーション検出器
井戸型の NaI（Tl）シンチレーション検出器を用い，

γ線及び X線による光を測定する．この装置では，主に
125Iの放射能絶対測定が行われている．125Iは崩壊に伴っ
て 27 keVまたは 31 keVの X線を放出し，続いて 35.5 
keVのγ線または 27 keVまたは 31 keVの X線を放出す
る．それらのうち片方だけ検出した場合得られる計数率
と両方検出した場合に得られる計数率から線源の放射能
の計算で求める事ができる．この方法は線源容器や検出
器窓による放射線の吸収によらず放射能を測定できる一
方，高計数率の測定ができないため校正範囲の上限が
0.2 MBqと低い．
・液体シンチレーションカウンタ
液体シンチレーションカウンタは検出に用いる物質が
液体であり，測りたい線源をシンチレーションカクテル
に直接溶かす．試料から発せられた蛍光の数を PMTで
電気信号として計数し，得られた蛍光の頻度をあらかじ
め求めた効率で除して試料の放射能を求める．放射線が
検出器の入射窓などにより吸収されることが無く，試料
の自己吸収や容器による粒子のエネルギー減衰等が無視
できるほど小さい．低エネルギーの X線やβ線のみを放
出するために他の検出器では測定が困難な核種の測定に
使用される．
・マルチワイヤー式荷電粒子測定装置
芯線を複数本並べ，測定の有効面積を広くした比例計
数管である．面状の放射線源から 2π方向に放出された
荷電粒子の絶対測定が可能である．面線源の表面放出率
校正に使用される．
・表面障壁型荷電粒子測定装置
荷電粒子をシリコン結晶に入射させ，面線源の表面放
出率を測定する．点線源のような面積が小さい線源の校
正に使用される．

・高純度ゲルマニウム半導体検出器
ゲルマニウムの結晶に高電圧を印加し，入射したγ線
による電離電流をパルスカウントする．エネルギー分解
能が高いため核種の弁別が容易である．
・内部循環式比例計数管
85Kr等のβ線を放出する放射性ガスの絶対測定を行う
比例計数管である．対象の放射性ガスを検出器内部に導
入し計数する．計数管端部の電場の歪みによる検出効率
の非均一性を補正するため，長さの違う複数本の比例計
数管に対象ガスを流し，それぞれの計数の差から放射能
を求める．なお，ラドン子孫核種の金属壁面に付着する
性質から，ラドンとの共用は避けている．

7．測定器ユーザーによる従来の校正方法

国内ではラドン測定器の校正方法について日本工業規
格（JIS）などで定められた方法はないが，ラジウム標
準溶液を基準にする「ガス封入型電離箱法」が標準的な
校正手法とされ，研究機関を中心にこの方法が採用され
ている（図 7） 23）．
日本原子力研究開発機構　人形峠環境技術センター

（以下，原子力機構人形峠と呼ぶ）では，米国国立標準
技 術 研 究 所（National Institute of Standards and 

Technology: NIST）のラジウム標準溶液を自機関内の標
準とし，それで校正した電離箱を基準器としている．具
体的には，NISTから提供されたラジウム標準溶液から
なるラドン発生部にキャリアガスをバブリングし規定濃
度のラドンを抽出し，そのガスに含まれるラドン濃度を
測定する事でガス封入型電離箱を校正する．次に，校正
したガス封入型電離箱と各ラドン測定装置の比較実験を
ラドン校正チャンバーで行い，ラドン測定装置の校正を
行っている 24）．本方法は，ラジウムとラドンが放射平衡
である事，ラジウムと放射平衡になっているラドンをバ

図 7　ラジウム標準溶液を参照する方法
注※　キャリアガスには窒素ガス等が用いられる．
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ブリングにより完全に分離できる事を前提としている．
またこの方法は，文部科学省により制定されている放射
能測定法シリーズ 19「ラジウム分析法」 25）で水や土など
の環境試料中ラジウム濃度を定量する方法として挙げら
れている．
ラドン校正・実験施設を有する放医研では，ドイツ連
邦放射線防護庁（Bundesamt für Strahlenschutz: BfS）
で校正された測定器を自機関内の基準器としている．具
体的には，放医研のラドンチャンバ内に BfSで校正され
た基準器と他のラドン測定装置を置き，基準器と他のラ
ドン測定装置の比較によりラドン測定器の校正を行う．
放医研のラドンチャンバはラドン標準場として測定器の
国際比較実験の実績がある 26）．

8．諸外国のラドン国家標準の現状

国家標準で行われるラドンの測定方法には，7項で述
べた「ガス封入型電離箱法」を含むラジウム標準溶液を
参照する方法と，ラドンの絶対測定を行い測定器を基準
にする方法に分かれている．歴史的には，「ガス封入型
電離箱法」による校正が多く行われていた．
2000 年代からフランスのアンリベクレル研究所

（Laboratoire National Henri Becquerel: LNE-LNHB），ド
イ ツ 物 理 工 学 研 究 所（Physikalisch-Technische 

Bundesanstalt: PTB）等の国家計量標準機関（NMI）で
ラドンの絶対測定法が開発され，ラジウム標準濃度の参
照無しでラドンの濃度を求める事が可能になった．本章
では絶対測定法の中から 3 つ（①定立体角法（Defined 

solid angle method），②液体シンチレーションカウンタ
を用いた方法，③比例計数管を用いた方法）の測定原理
を説明する．表 5 に参考とする NMIで採用されている
方法，及び相対標準不確かさを示す．これらの絶対測定
は，従来のα線の検出原理をベースに，測定器の効率を
厳密に決定できるように工夫を施したもの，もしくは有
効領域内で効率を 100 ％にできるような工夫を施したも
のである．

8. 1　定立体角法
定立体角法はラドンをチャンバー内の微少部分に凝縮
させ，検出器と測定試料の間の立体角を決定し，α線の
検出効率を厳密に決定できるように工夫した測定法であ
る．測定試料から検出器の向きに放出されたα線を全て
検出し，検出効率で除して放射能を得ることで絶対測定
が可能である．
α線の検出には大面積シリコン半導体検出器が用いら
れる．Si結晶に電圧をかけ，入射したα線による電離電
子を電極に収集する．定立体角法で用いられるものの例
と し て PIPS 検 出 器（Passivated Implanted Planar 

Silicon，Mirion Technologies（Canberra）社製）がある．
これは Si結晶表面の不感層が薄い，物理的に丈夫，リー
ク電流が少ないため分解能が高い，などの利点がある．
ラドンを凝固させるには，チャンバー内にラドンを導
入した後チャンバー底面の微少部分（cold finger）をラ
ドンの融点（202 K）以下に冷却する．極低温にするため，
cold fingerには熱伝導性が優れるニッケル製の小さな円
柱状の棒を使用し，この棒をチャンバー下部の冷却装置
に熱的に接続する．ニッケル製の棒の頂部をステンレス
製の板と溶接し，ラドンが凝固する部分が検出器に対向
している（図 8）．チャンバーはラドン発生器及び排気
設備等の付帯設備に接続されている．被校正器物の校正
には放射能を絶対測定したラドンを液体窒素で冷却した
容器に凝集・密閉し，ラドン標準ガスとして供給する．
容器にはバルブ付きのバイアルやガラス製のアンプルが
用いられる．容器を常温の標準チャンバーに取り付け，
容器内のガスをチャンバーに充満させて校正を行う．
この方法は LNE-LNHB，PTB，スイス連邦計量機関

表 5 参考とする NMIの絶対測定方法と相対標準不確
かさ 27）－31）

図 8　定立体角法測定系概略
注※ 冷却装置の上に設置されたチャンバーにラドンを
含むガスを導入し，チャンバー内に露出する cold 
fingerにラドンを凝固させ測定する．
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（Swiss national metrological institute: IRA-METAS）， 韓
国 標 準 科 学 研 究 院（Korea Research Institute of 

Standards and Science: KRISS）等の NMIで採用されて
いる．相対標準不確かさはそれぞれ 0.5 ％  27），1 ％以
下 28），0.28 ％ 29），0.14 ％ 30）である．本法は測定試料と検
出器の間の幾何条件の決定が重要であるが，各機関とも
凝固されたラドンの半径の決定にオートラジオグラ
フィーを使用している．中でも KRISSは高感度の画像
分析器を使用しているため，幾何条件の不確かさが他機
関と比べて小さい 30）．

8. 2　液体シンチレーションカウンタを用いた方法
ラドンはシンチレーションカクテルや水などの液体に
よく溶ける事が知られている．シンチレーションカクテ
ルにラドンを直接溶かすため，放出されたα線の幾何学
的効率は 100 ％であり，かつ試料の自己吸収の影響が無
視できるほど小さい．従ってラドンとその子孫核種の検
出効率を 100 ％に近づけた測定が可能である．
本方法を開発したルーマニアのホリア・フルベイ原子
物理工学研究所（Horia Hulubei National Institute for RD 

in Physics and Nuclear Engineering: IFIN-HH）では液体
窒素を用いて液体シンチレーションカクテルを冷却し，
ラドンを低温の液体シンチレーションカクテル内に捕集
する方法を採用している．

PMTの後に続く信号処理回路は，一つの放射線パル
スが入射すると数 10 μs程放射線を検出しない時間（不
感時間）を持つため，高計数率になる場合は不感時間の
補正を行う必要がある．ラドンを測定する場合子孫核種
の一つである 214Poは半減期が短く，不感時間内に崩壊
する可能性が高いため，計数率が低くても不感時間の補
正を行う必要がある．この補正を行い，絶対測定を実現
する方法が提案されている 31）が，他の測定方法との間で
結果の不一致が認められている．また，この絶対測定法
の相対標準不確かさは 0.71 ％であったと報告されてい
る．
本方式の開発は IFIN-HHと LNE-LNHBが共同で行っ
た．IFIN-HHは本方法で国家標準の立ち上げを目指し
ている 32）．

8. 3　比例計数管を用いた方法
比例計数管は，放射線の電離作用を利用して測定対象
の放射能を求める装置である．ラドンを絶対測定する比
例計数管として I. Buschにより「多電極比例計数管
（Multi-electrode proportional counter: MEPC）」が開発
された 33）．

比例計数管でラドンを測定する場合，α線を放出する
短半減期子孫核種の 214Po，218Poも測定対象に含まれる．
ラドンは気体であるから，計数管内で一つの原子から放
出されたα線は全方向に渡って検出可能である．214Po，
218Poは正に帯電するイオンであるため，計数管の内壁
に付着する．従って計数管の内側に向かって放出された
α線のみ検出可能である．ラドンの検出効率εRn ≈ 1，
214Po，218Poの検出効率はそれぞれεPo214＝εPo218 ≈ 0.5 と
考えることができる．ラドンと 214Po，218Poの放射平衡
が成り立つ場合，次の式が成り立つ．

A×（εRn＋εPo214＋εPo218）＝Z

A：ラドンの放射能濃度（＝214Po＝218Po（放射平衡を仮
定））［Bq m－3］
Z：計数率［s－1］
原理的には 222Rn，214Po，218Poの検出効率の総和は 2

となりその逆数は 0.5 であるが，実際の測定での補正項
を考慮すると，シミュレーションの評価により検出効率
の逆数は 0.524 で，その標準不確かさは 0.005 であった
と述べられている．
通常の比例計数管では陽極線の両端の部分で電場がゆ
がんでしまい，両端の部分で生成された電離電子は十分
にガス増幅されず，中心付近で得られる信号よりも小さ
な信号として検出される．このように検出器内のα線の
位置が影響しガス増幅率が不均一になる現象を端効果と
いう．MEPCは計数管の両端部分に 6 つのリング状の
電極（リング電極）を配置し計数管の両端まで均一な電
場をかけ，計数管内のどこで電離された電子でもガス増
幅率を均一にしている（図 9）．リング電極に適切な電
圧を印加する事で端効果の影響が小さくなり，①α線の
エネルギー分解能が向上する事，②計数管内の有効体積
が計数管の体積と等しくなる事が期待できる．
比例計数管内のガス中でα線が止まらず，比例計数管
の内壁にぶつかると，電離に使われるエネルギーが減少

図 9　MEPCの測定原理
注※ ガス流入側，流出側の各フランジは樹脂製で，そ
れぞれ 6 本ずつリング電極が埋め込まれている．
各リング電極には計数管内部の電場の歪みを補正す
る電圧が印加され，ガードリングとして機能する．
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する．これを壁効果という．この効果により，低い波高
領域に信号が検出され，閾値以下の成分は切り捨てられ
るため，求めたい計数率が真の値よりも小さくなる．実
際にMEPCで絶対測定を行うには，この壁効果をシミュ
レーションで評価し，実測される計数率を補正する必要
がある．

PTBのラドン標準ガスを測定した結果，MEPCによ
る絶対測定の相対標準不確かさは 2.5 ％であり，主な要
因となったのは，検出効率の決定に伴う不確かさと計数
統計の不確かさであったと述べられている．本法を開発
した NMIは PTBであるが，PTBは校正に定立体角法
を採用している  28）．

9．NMIJ のラドン標準の方針

この章では，NMIJのラドン標準の方針を述べる．標
準器を選択する上で作業の効率や維持費を抑えられる事
を重視した．はじめに，校正依頼者への標準供給体制に
ついて検討した．諸外国のケースを参考にした標準供給
体系から以下の①，②の標準供給体制の典型例を考え，
それぞれの校正の作業効率について検討する．
① 一次標準で測定したラドン標準ガスを校正依頼者へ送
付する 34）

NMIの一次標準で値付けしたラドン標準ガスを容器
に充填し，校正証明書を付けて校正依頼者に送付する．
校正作業は校正依頼者自身が実施する．
②校正依頼者が持ち込んだ測定装置を校正する 

校正依頼者の基準器を NMIに持ち込む．NMIは持ち
込まれた基準器を標準器を用いて校正する．

ラドンは半減期が短く，一次標準で測定してから数日
経った後の測定では減衰の影響が大きくなる．②は①と
比較し，校正対象の装置と基準器を同じガスライン上に
配置できるため，ラドンの減衰が測定に与える影響を抑
えられる．さらに，ラドンを容器に捕集する作業が省け
るため，ラドンの損失や飛散の可能性が小さいというメ
リットがある．さらに線源の輸送に関する煩雑な手続き
を避けられる点を考慮し，NMIJは②による標準供給を
検討している．この供給体系で，アクティブ型の測定装
置の校正に加え，パッシブ型の測定器の基準照射も実施
できるように検討を進めていく．
次に，前節で紹介したラドンの絶対測定方法の中から

NMIJで採用する方法を検討した．最も不確かさが小さ
い方法は定立体角法だが，以下に述べた理由から，
MEPCによる絶対測定が最も合理的と判断し，これを

採用した．
理由 1．保有技術を活かした標準開発が可能
当グループは，これまで放射性希ガスの比例計数管に
よる標準開発に取り組んでおり，それに関連したガスの
放射能校正技術を保有している．比例計数管の関連技術
等，保有するガスの放射能校正技術はMEPCによる校
正に必要な技術に通ずる要素が多く，立ち上げに採用す
る絶対測定方法としてMEPCが最も適している．
理由 2．運用のコストと労力が抑えられる
定立体角法では測定のたびに冷却装置によってラドン
の凝固部分を極低温（77 K以下）にする必要がある．
冷却装置は経過年数による劣化が避けられず，買い替え
る可能性を考慮するとコストが大きい．さらに凝固部分
を冷却し安定させるのに数日程度かかり，作業性が悪
い．液体シンチレーションカウンタを用いて絶対測定を
行うには，ラドンを入れたガラスバイアルを封じ切る作
業が必要である．その際にラドンが飛散・損失する可能
性があり，作業性が悪い．MEPCによる絶対測定はラ
ドンを冷却する必要やラドンを封じきる必要が無いた
め，その分のコストと労力が抑えられる．
理由 3．測定の不確かさが十分小さい
不確かさに関しては，MEPCは標準に求められるス
ペックを十分に備えている．校正対象の測定器として 5
章で述べた市販のラドン測定器を想定し，標準の目指す
不確かさを検討した．パッシブ測定器の代表的な不確か
さ は 10～25 ％ で あ り， ア ク テ ィ ブ 測 定 器 は
AlphaGUARDTMを想定すると，校正の不確かさは 3 ％
である．これらの測定器の校正を可能にするため，標準
の絶対測定の相対標準不確かさは 2 ％程度を目指す．
MEPCは絶対測定の相対標準不確かさが 2.5 ％と計算さ
れており，校正に利用するには十分なスペックである．
さらに先行研究では検出効率を決定する際のシミュレー
ション方法によっては 2.5 ％よりも小さくすることが可
能と述べられており33），今後の検討次第で不確かさを
もっと低減できる可能性がある．

10．まとめ

本稿では，ラドン放射能及び放射能濃度の国家標準に
関して調査した結果をまとめた．ラドンの健康影響及び
濃度規制の現状を調査した．校正対象となりうる測定器
及びその技術，諸外国の国家標準の絶対測定の方法につ
いてまとめた．今後は本稿で調べた内容に基づき，ラド
ン標準を立ち上げる．
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